
第１号様式

特 定 建 築 物 使 用 届 出 書

年 月 日

福島県知事

法人にあっては、主た
届出者 住 所

る事務所の所在地

法人にあってはその
氏 名

名称及び代表者の氏名

電話番号

建築物における衛生的環境の確保に関する法律第５条第１項（第２項）の規定により、

特定建築物の使用について、次のとおり届け出ます。

１ 特定建築物の名称

２ 特定建築物の所在場所

３ 特定建築物の用途及び面積（施行令第１条各号に掲げる用途に供される部分に限る。）

延べ面積 ㎡

用 途 面 積

㎡

４ 特定建築物の構造設備の概要 別紙「特定建築物の構造設備の概要」のとおり

５ 特定建築物維持管理権原者の氏名及び住所（法人にあつては、その名称、主たる事務所

の所在地及び代表者の氏名）

氏 名 住 所

６ 特定建築物の所有者の氏名及び住所（法人にあつては、その名称、主たる事務所の所在

地及び代表者の氏名）

氏 名 住 所



７ 特定建築物の所有者以外に当該特定建築物の全部の管理について権原を有する者がある

ときは、その者の氏名及び住所（法人にあつては、その名称、主たる事務所の所在地及び

代表者の氏名）

氏 名 住 所

８ 建築物環境衛生管理技術者の氏名、住所及び免状番号並びにその者が他の特定建築物の

建築物環境衛生管理技術者である場合にあつては、当該特定建築物の名称及び所在場所

氏 名 住 所 免 状 番 号

名 称 所 在 場 所

９ 特定建築物が使用されるに至つた年月日 年 月 日

（特定建築物に該当するに至つた年月日）

備考

１ 「施行令」とは、建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令（昭和45年政

令第304号）をいう。

２ 特定建築物の所有者以外に特定建築物維持管理権原者がある場合（３に掲げる場合を

除く。）にあつては、当該特定建築物維持管理権原者が当該特定建築物の維持管理につ

いて権原を有することを証する書類を添付すること。

３ 特定建築物の所有者以外に当該特定建築物の全部の管理について権原を有する者があ

る場合にあつては、当該者が当該特定建築物について当該権原を有することを証する書

類を添付すること。

４ ５の欄には、特定建築物維持管理権原者が複数あるときは、当該特定建築物維持管理

権原者全員の氏名及び住所を記入すること。

５ ６の欄には、当該特定建築物が共有又は区分所有のときは、共有者又は区分所有者全

員の氏名及び住所を記入すること。また、特定建築物の所有者以外に当該特定建築物の

全部の管理について権原を有する者がある場合は、記入しないこと。

６ ８の欄に記載した建築物環境衛生管理技術者が、他の特定建築物の建築物環境衛生管

理技術者である場合にあつては、建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規

則（昭和46年厚生省令第２号）第20条第１項第３号に規定する書面を提示すること。



別紙

特定建築物の構造設備の概要

１ 階数並びに各階の床面積、居室数及びその用途
階数 床面積 居室数 用途

階 ㎡ 室
階 ㎡ 室
階 ㎡ 室
階 ㎡ 室
階 ㎡ 室

２ 空気調和設備（機械換気設備）の概要
機器名 型式・性能 台数 設置場所（設置階等） 供給方式

台 中央式・個別式
台 中央式・個別式
台 中央式・個別式
台 中央式・個別式
台 中央式・個別式

３ 飲料水に関する設備の概要
水源の種別 水道水・井戸水・その他（ ）
給水方式 直結方式・受水槽方式

受 容量 ㎥
水 材質 FRP・RC・ステンレス・鋼板・その他（ ）
槽 設置場所 屋内・屋外

ポンプ能力 φ× ｌ/min× ｍ× ｋｗ 台
消毒設備 有（ 台）・無

貯 容量 ㎥
湯 材質 FRP・RC・ステンレス・鋼板・その他（ ）
槽 設置場所 屋内・屋外

ポンプ能力 φ× ｌ/min× ｍ× ｋｗ 台
消毒設備 有（ 台）・無

高 容量 ㎥
架 材質 FRP・RC・ステンレス・鋼板・その他（ ）
水 設置場所 屋内・屋外
槽 消毒設備 有（ 台）・無

４ 雑用水に関する設備の概要
水源の種別 雨水・下水処理水・その他（ ）
給水方式 直結方式・受水槽方式
使用用途

雑 容量 ㎥
用 材質 FRP・RC・ステンレス・鋼板・その他（ ）
水 設置場所 屋内・屋外
槽 ポンプ能力 φ× ｌ/min× ｍ× ｋｗ 台

消毒設備 有（ 台）・無

５ 排水に関する設備の概要
処理方法 下水道・浄化槽
浄化槽 容量 ㎥ 設置場所 屋内・屋外
排水槽 容量 ㎥ 設置場所 屋内・屋外

６ 廃棄物の処理に関する設備の概要
ダストシュート 有・無
廃棄物の集積所 容量 ㎥ 設置場所 屋内・屋外

備考 別に図面を添付すること。


